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第7章 耐震化対策へのインセンティブ付与に対する住民意識の分析

7.1は じめ に

本章では,住 宅所有者 にとってよ り魅力的な耐震化へ のインセ ンテ ィブを把握 し,第5章 ・第6章 に

て提案 した 「自治体による保 証に基づ く耐震補強奨励制度」によ り期待され る効果 を検証する ことを目

的 として,戸 建て住宅の所有者 を対象 とした意識調査 を行った.調 査 は第3章 での意識調査 と同時に行

い,関 東地域 に居住す る一戸建て持ち家住宅の世帯主またはその配偶者を対象 とする.調 査の概要及び

回答者の基本属性は3.2章 にて報告 した通 りであり,調 査方法はイ ンターネ ッ トアンケー ト,回 答数 は

2604サ ンプル,調 査期間は2004年12月17日 ～23日 である.質 問用紙の前半では,住 宅の安全性や継

承に関する意識,耐 震診断や耐震補強の実施意欲 ・判断理由,診 断 ・補強関連情報 の入手プ ロセス等 に

関す る質問を行 い,第3章 にて世帯や住宅の属性 に応 じた分析 を行 った.住 宅危険度 の認識 ・住宅の継

承意向な どと耐震補強意欲 との関係 を明 らか にす るとともに,耐 震補強の実施意欲にプラス ・マイナス

の影響を与える要因を分析 し,こ れ らの要因の具体的な希望条件 も検討 した.ま た,耐 震補強に関す る

情報 の入手プ ロセスの現状 と潜在的なニーズに関す る分析 も行った.

本章では,「 自治体 による保証に基づ く耐震補強奨励制度」 をは じめ とす る耐震補強工事へのイ ンセ

ンティブ付与策 に対する住宅所有者の意向に焦点を当てる.ま ず初めに,耐 震補強工事 を検討す るにあ

たって不安 に思 う要因 ・重要視する要 因を世帯や住宅の属性に応 じて分析 した.次 に,こ れ らの結果 を

踏 まえて,本 制度が耐震化へのインセ ンテ ィブ とな りうる理由を検証 し,回 答者の属性に応 じた制度へ

の賛同状況 も把握 した.ま た,コ ンジョイ ン ト分析法を用いて,住 宅所有者の意思決定 に際 して耐震補

強への保証が どの程度 プラスの効果を与えているのか を定量的に把握 し,所 有者側 の期待す る制度の運

用条件 も検討 した.最 後 に,耐 震補強保証制度 とその他の各種推進制度への賛同状況を比較 し,本 制度

による耐震化推進効果が高い所有者の特性 を分析 した.

7.2自 治体による保証に基づく耐震補強奨励制度 によ り期待できる効果

「自治体の保証に基づ く耐震補強奨励制度(以 下,耐 震補強保証制度 と呼ぶ)」 の提案 にあたっては,

耐震補強がなかなか普及 しない背景 には補強後 の耐震性能 に関す る住 民側の不信感が存在す るのでは

な いか と推測 し,こ のような不信感 を払拭する ことを目的として制度 の提案 を行った.今 回のア ンケー

ト調査結果 を元に,こ のよ うな制度の効果が どの程度期待できるかを検 証した.

新耐震以前の住宅で耐震補強を したいと 「強 く思 う」 または 「思 う」 と回答 した場合に,耐 震補強工

事 に対する不安要因を複数選択問題によ り尋ね ると,不 安に思 うことがないとの回答は15%に とどまり,

多 くの人は何 らかの不安要素 を抱えている.そ の中で も大きなものは 「補強 して も地震被害 を受けるの

ではないか」というものであ り,耐 震補強後の建物強度 に関す る不信感は非常が強いことがわか る.回

答 を年齢別 に見ると(図7-1),50～60歳 代で特に 「補強 しても地震被害を受けるのではな いか」が多 く

な り,不 安だ と回答 した割合は約65%に 上る.30～40歳 代で も50%程 度が不安 だと答えている.

耐震補強保証制度への加入に際 しては,補 強状況を審査 した上で耐震性能 を保証す るため,一 定 レベ

ル以上の耐震性能が確保 され る.さ らに万が一補強 したにも関わ らず被災 した場合には手厚 い支援 を受

ける ことができるため,耐 震補強後の建物強度 に関す るこれ らの不信感を軽減す る効果があると考え ら

れる.不 信感 の軽減度合 いは被災時の支援金の金額 に依存 してお り,よ り多額 の支援金 を支給するほど

不信感 を払拭できる.ま た,補 強工法 に応 じた補強後 の耐震性能 を把握するとともに,こ れ らの情報を
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第7章 耐震化対策への インセンティブ付与に対する住民意識の分析

住宅所有者の理解 しやす い形で周知す ることも有効だ と考え られる.技 術的な不安 要因 としては他 に,

｢耐震診断結果は信用できるのか｣が40%程 度 と大 きく,｢最 適な補強方法 を選ぶ ことができるのか」

も30%程 度選択 された.補 強済み建物 の被災時の支援 は,耐 震診断や耐震補強の不確実性を補填す るシ

ステムで あり,こ れ らの不安要因の軽減にも有効であると考える.

悪徳な補強業者 に関す る不安要因 としては,「 信頼で きる依頼先が見つかるか」 「依頼先に手抜 き工事

をされな いか」が40%程 度である.「不 当に高い工事費用を請求 されないか」は年齢に応 じて20～40%で

あ り,若 い層ほど強 く不安に感 じている.こ のよ うに年齢層による差が生 じる理由として は,若 いほど

世帯年収が小 さく,希 望す る耐震補強工事費用 も小 さい ことが挙 げ られる,「 依頼先に十分な説明をし

てもらえるか」は60歳 代を除 く3m～50歳 代で20%程 度 とな り,若 い世代ほど専門的な情報を欲 して い

る ことがわかる,補 強状況 を審査 した上で耐震性能 を保証する ことによ り,必 然的 に手抜き工事や不 当

な工事価格を請求す る悪徳業者を排除する ことが可能である.

その他,30～50歳 代で顕著な不安 要因は 「建て替えた方が良いのではないか」であ り,約40～50%の

回答 とな った.こ れ らの年齢層では建て替えか耐震補強を実施す るかが大きな選択肢 となっている.

次に,耐 震補強工事の依頼先を選ぶ際 に重視する点を尋ねる と,「補強 した後の建物 の強さ」と 「補強

工事価格」が最も多 く挙 げられ,続 いて 「依 頼先が アフターサー ビスをして くれるか」 「補強工事 中に

継続 して居住できるか どうか」等 となった(図7-2).図7-1に おいて も,「補強 して も地震被害 を受ける

のではな いか」 と 「工事が予算内でお さまるか」が大きな不安要 因とな ってお り,図7-2の 傾向 とも一

図7-1耐 震補強工事 についての不安要因
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図7-2依 頼先 を選ぶ際に重視す る要因

致 した.耐 震補強保証制度の運用に際 しては,耐 震補強後 の急 速な強度劣化 によ り地震時に被害 を受け

る可能性 もあるため,定 期的に建物強度をチェ ックする必要が ある,こ のよ うな検査体制は住民側のア

フターサー ビスへの要望 とも合致す るため,住 民に対する本 制度の魅力の一つになる と考え られる.

以上の分析よ り,提 案制度の導入は,耐 震補強工事に対 して住宅所有者が抱える技術的な不確実性や

悪徳業 者の存在 に関す る種々の不安 要因 を軽減･払 拭で きる ことがわか った.

7.3自 治体による保証に基づ く耐震補強奨励制度への賛同状況 に関する分析

7.3.1提 案制度への種々の意見

「自治体 による保証に基づく耐震補強奨励制度」 に対す る賛否両論および一般的に指摘 され る様々な

意見 を列記 し,共 感する意見を選んでもらった.耐 震補強 工事への意欲(図3-9)別 の回答結果 を図7-3

に示す.耐 震補強の実施意欲のある層では,「 提案制度により耐震補強を行 う人が増え るだろう」が約

55%,「 この制度 を利用 したい(同 様の制度 を導入 して欲 しい)」が約40%と なった.「 この制度では耐震

補強 は普及 しない」という意見は,耐 震補強の意欲 がある層で約20%,意 欲がない層で25%で あった.

「仕組みがわか らない」は耐震補強への意欲に関わ らず20%程 度存在 してお り,制 度の主旨に関す る分か

りやすい説明が必須である.自 然災害 に関 しては 「自力復興 の原則」があ り.被 災 した個 人の財産 に対
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して 自治体が支援 を行 うことに関す る批判的意見 も存在する.し か し現在,個 人の財産 に対する制度 と

して,一 部の自治体に対 して耐震診断や耐震補強 に対する助成 ・融資 も行われてお り,住 宅の被災時に

は被災者支援制度 も存在す る.「 住宅は個 人の財産であるため,公 的機 関が補助を行 うのはおか しい」

という意見はほとんど選択 されず,住 宅所有者側ではあまり問題意識 として認識 されて いないことがわ

かった.

耐震補強の実施意欲がある回答者について,回 答結果 をさらに年齢別 に見 ると(図7-4),「 耐震補強

を行 う人が増えるだろう」 は40～60歳 代で約55%と 多くなった.「 自分 も利用 したい(同 様の制度を導

入 して欲 しい)」は年齢が高 くなるほど増加 し,60歳 代では約55%と な り,30歳 代の賛同率の約2倍 と

なった.60歳 代では「 補強 して も地震被害 を受けるのではないか」 との懸念が強 く(図7-1),収 入が低

い層が多 く地震で被災 した際 に経済的状況が悪化 しやすい ことか ら,耐 震補強保証制度への期待感が高

いと考え られる,「 仕組みがよ くわか らない」という意見は30歳 代になるほ ど多 く20%程 度 とな り,と

りわけ若い世代に対 しては制度への正確な理解 を喚起する必要性が指摘 される.

吉井(2004}で は,焼 津市で専門家耐震診断を受けた世帯が耐震補強保証制度が有効であると回答 し

た割 合は60%で あ り,そ の うち30%は 非常に有効 と答えた,耐 震補強計画 を作成するか補強工事 を実施

図7-3耐 震補強への意欲別に見た耐震補強保証制度への意見

図7-4年 齢別 に見た耐震補強保証制度への意見
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した世帯では,有 効 という答えは80%に 上 り,非 常 に有効 という答 えは40%で あった.こ の調査では

回答者の60%以 上が60歳 以上であ り,年 齢の高さが耐震補強保証制度への賛成率の高さにつながって

いるとも考え られる.が,耐 震補強計画を作成するか補強工事 を実施 した世帯では,専 門家耐震診断を

受けた世帯よ りも賛成率が高 いことか ら,よ り現実的に耐震補強に関する検討を行って いるほど,耐 震

補強保証制度への共感が増す と考え られる.本 研究の結果か らは,耐 震補強保証制度への賛同状況は図

7-3・ 図7-4に 示 した通 り過半数程度 とな ったが,耐 震補強 を現実的に検討す る段階 に入 るほ ど,こ の

割合は上昇するもの と推測 され る.

7.3.2耐 震補強保証の意思決定への影響力に関する分析

次 に,耐 震補強への保証が,耐 震補強工事のそ の他 の条件 と比較 して どの程度魅力的に捉え られるも

のか どうかを分析する.条 件の異なる耐震補強工法 に対 して望ましい順番に順位をつ けてもらい,コ ン

ジ ョイ ン ト分析によ り,回 答過程 において どの条件が重要視 されているか を分析 した.コ ンジョイ ン ト

分析はマーケテ ィング分野でのニーズ調査 に多 く活用されてお り,商 品やサー ビス を構成す る要因間で

何が重視 されているかを明 らかにすることによ り,要 因の最適な組み合わせ を探 る手法である9).こ こ

では耐震補強工事 を構成する要因として 「補強後 の建物強度 ・工事価格 ・工事 中の 日常生活への支障 ・

耐震補強工事への保証」という4つ を考慮 した.「 補強後の建物強度 ・工事価格 ・工事 中の 日常生活へ

の支障」は依頼先を選ぶ際 に重視する要因(図7-2)に おいて 上位1位,2位,4位 に挙げ られて いる.こ

れ らの各要因に対 しては,各 々2～3の 選択肢(「 水準」 と呼ぶ)を 設定 した.「 補強後の建物強度」 に関

しては,耐 震補強工事を行った後,阪 神 ・淡路大震災 レベルの大地震が発生 した場合 に発生する被害 の

程度が 「軽微な損傷程度で済む(窓 ガラスが割れる程度)」 場合 と 「半壊す る(主 要構造部の20～50%

が損傷 し,補 修には建物の新築価格の1/3程 度 を要す る)」 場合 という2種 類 の水準を設定 した.

「工事価格」にはリフォーム にかかる費用は含 まないもの とし,「80万 円 ・150万 円 ・300万 円」 とい

う3つ の水準 を用いた.「 工事 中の日常生活への支障」に関する水準は,屋 外 工事によ り 「日常生活 に

支障を及ぼさない」場合 と,室 内工事 によ り工事 中に 「部屋を移動す る」場合,お よび全面的な室内工

事 によ り 「仮住まいへの一時的な転居を要する」場合 の3種 類 とした.「 耐震補強工事への保証」 に関

しては 「保証あ り ・保証な し」 を水準 とした.

表7-1コ ンジ ョイ ン ト分析 に用 いた11種 類 の工法
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望ましいと思 う順位 の回答結果か らどの要因が重要視 されているかを最小二乗法 を用いて分析可能で

ある要因 ・水準の組み合わせモデル としては,表7-1に 示す11種 類の耐震補強工法を用いた.耐 震補

強意欲がある新耐震以前の住宅 に住む回答者184人 に順位 をつ けて もらった結果 を分析 した.4つ の要

因に対す る平均相対重要度 を見 ると,回 答過程においては工事価格が最 も重要視 されてお り,続 いて｢工

事中の 日常生活への支障 ・耐震補強工事への保証 ・補強後 の建物強度」 という順 に優先度がつ けられて

いる ことがわかった(図7-5).各 要因 ごとの部分効用値 は図7-6の 通 りであ り,値 が正のものは回答者

によって高く評価 されている水準で ある.以 上よ り,工 事価格が安 く,工 事 中の 日常生活への支障がな

く,耐 震補強工事への保 証が あり,補 強後 の建物強度が強いほど,高 く評価 されていることがわかる.

なお,図7-2で は回答者は依頼 先を選ぶ際に 「補強 した後 の建物の強 さ」を最 も重視するという結果 に

なったが,こ こでは建物強度への関心が,「 耐震補強工事への保証 ・補強後の建物強度」 という2つ の

属性 に合わせて反映され,結 果 的に 「補強後の建物 強度」への平均相対重要度が低 く算出されたと考 え

られる.分 析精度 を示す指標と しては,回 答 とコンジョイ ン トモデルによる予測 との相関係数を示す ピ

アソ ン値 と,部 分効用値推定の信頼性 を示すケン ドール の順位相関係数があ り,ど ち らも1に 近いほ ど

精度が高い と言える.ピ アソ ンの相 関係数およびケ ン ドールの順位相関係数 はそれぞれ0.994,0.944

とな り,回 答者全体はコンジ ョイン ト・モデル と非常 に良 く一致 した.

図7-5各 要因の平均相対重要度

図7-6各 要因 ごとの部分効 用値
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図7-7年 齢層別 の分析での各要因の平均相対重要度

同様 の分 析 を 回答 者 の年齢 別 に も行 った 結果,各 要 因 の 平均相 対 重 要度 は 図7-7の 通 りにな った.50・

60歳 代 にお いて は,耐 震 補 強へ の保 証 の有 無 が よ り重要 視 され て お り,60歳 にお ける賛 同が 多 い とい

う点 で は図7-1の 傾 向 と一定 した.30歳 代 で は他 の 年齢 層 よ りも工事価 格 が よ り重要視 され てお り,若

いほ ど安 い補 強 工事 価格 を希望 す る とい う第3章 で の 結果 と も一致 す る.こ の場 合 の30～60歳 代で の

ピア ソ ンの相 関係 数そ れぞ れ は0.999,0.992,0.989,0.987,ケ ン ドー ル の順位 相 関 係 数は1.000,0.930,

0.944,0.944で あ り,い ずれ も回答 者 の評 定値 と コ ンジ ョイ ン トモデ ル との 一致度 合 いは 高 い.

7.3.3被 災 した場合の妥当な支援金 レベルの検討

耐震補強奨励制度では,耐 震補強対策にも関わ らず地震時に被災 した建物への支援金の支給額が多 け

れば多いほど,住 民 にとっての制度の魅力度が増す と考えられ る.こ こでは,住 民が妥当であると考え

る支援金 レベルに関する検 討も行 った.200万 円の自己負担によ り耐震補強工事 を行 ったにも関わ らず

全壊被害を受けた場合 に,希 望す る最低の支援額を耐震補強費用の1倍(200万 円)～6倍(1,200万 円)

か ら選んで もらうと,結 果は図7-8～7-11の 通 りとなった.各 年齢層を通 じて,1倍 ・2倍 ・3倍 ・5倍

とい う答えが15%～20%程 度存在するが,全 壊被害時には耐震補強費用の1倍(200万 円)～3倍(600万

円)ま での支援金で,過 半数程度の住宅所有者が妥 当であると答えた.世 帯年収が高いほど,希 望す る

支援金額が増える傾向にあるが,世 帯年収が400万 円未満では補強費用の5・6倍 を求める意見が過半

数を超えた.男 女別の回答を見ると,耐 震補強費用の2倍 以下とい う意見が男性では約30%で あるのに

図7-8年 齢別 にみた全壊時 に希望す る支援金額
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図7-9 世帯年収別 にみた全壊時 に希望する支援金額

図7-10 男女別 にみた全壊時に希望す る支援金額

図7-11 全壊時 と半壊時に希 望する支援 金額の関係

対 し,女 性では約40%程 度 とな り,女 性 の方が希望す る支援額が小さくなった.同 様の傾向は妥当な耐

震補強費用に関す る回答結果で も見 られ,女 性は男性 に比べ,支 出および支援 を望む金額が低 いという

ことが分かった.半 壊被害 を受けた場合 の希望する最低の支援額 は,お おむね全壊時の半額程度である.

7-8



第7章 耐震化対策へのインセンティブ付与に対する住民意識の分析

7.4種 々の耐震補強推進策への賛同状況 との比較

現在,耐 震補強工事 にイ ンセ ンテ ィブを与えて,補 強工事の実施 を推進するための様々な制度が実践

されている.筆 者 らは,民 間住宅の耐震補強を促進 させる環境 整備 に焦点を当て,我 が国および米国カ

リフォルニア州 における現行制度 の整理 を行っている.今 回は諸制度の中で もいくつかの典型的な耐震

補強推進策 に関して住宅所有者の意向を尋ね,耐 震補強保証制度 とその他 の制度 との賛 同率を比較 した.

7.4.1種 々の耐震補強推進策の概要

静岡県および市町村では,東 海地震発生への懸念か ら 「TOUKAI(東 海 ・倒壊)-0」 プロジェク トを実

施 し,建 物の耐震化の推進 に積極的に取 り組んできた.県 下の市町村では,全 ての戸建住宅 に 「静岡県

耐震診断補強相談士」を派遣 し,無 料の簡易耐震精密診断である 「わが家の専門家診断」 を提供 して い

る.更 に建築士による耐震精密診断を受けたい場合は,市 町村による診断費用の補助制度があ り,昭 和

56年5月31日 以前に建築 された旧耐震基準による建物 を補助対象 とし,診 断料の2/3が 補助される.

神奈川県横浜市 に続いて平成14年 度か らは,耐 震補強工事 に対する1棟 あた り30万 円の補助制度 も実

施 している.ま た,良 心的に設計や工事を行 うことを宣誓 した県内の業者を 「住宅直 し隊」 として名簿

に登録し,市 町村建築相談窓 口にて紹介 している.

耐震補強の実施を税制面で支援する優遇措置 としては,平 成14年 度に住宅 ロー ン減税の対象 として耐

震補強工事が加えられた.こ れによ り申請者 は10年 間,ロ ー ン残高の1%を 所得税額か ら控除され る.

しか し,こ の制度 はロー ンを利用する場合 に限定 された減税 であるため,ロ ー ンを利用 しな い場合の優

遇措置として,近 年,所 得税や個 人住民税な どの控除制度が検討 されている.例 えば国土交通省で は,

耐震補強工事費用について所得税か ら費用の10%を,個 人住民税か ら3%を 控除する等の案 を検討 して

いる.

7.4.2種 々の耐震補強推進策への賛 同状況 との比較結果

新耐震以前の住宅に居住す る回答者 を対象 として,前 節で挙げた耐震補強推進策に対する意向を尋ね

た.各 耐震補強推進策 についてそれぞれ 「耐震補強 を推進する効果がある(耐 震補強を行 う人が増 える

だろう)」 「効果がない に の制度が あって も耐震補強 は普及 しない と思 う)」 「自分 も利用 したい(同 様

の制度を導入 して欲 しい)」 と回答 した割合を図7-12に 示す.「 効果がある」 という回答は,自 治体 に

よる耐震診断士の無料派遣,耐 震補強工事への30万 円の補助,耐 震補強業者の登録,耐 震診断への補

助,耐 震補強保証制度,税 制優遇措 置の順 に多 くな った.「 自分 も利用 した い」は,耐 震補強保証制度

が業者の登録 を上回り,4番 目となった.

これ らの回答のうち,耐 震補強を実施 した いと 「強 くそ う思 う ・そ う思 う」 と答えた回答者の結果 を

再集計す ると図7-13と な り,「効果がある」 「自分 も利用 したい」 という割合は大 きく増加 した.こ の

場合,税 制優遇措置が 「効果がある」 と答えた割合は40%弱 であるものの,耐 震補強保証制度を含むそ

の他全ての施策 については50～70%程 度の回答者が 「効果が ある」と答えた.耐 震補強業者の登録に関

しては,「 効果が ある」 という
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図7-12耐 震補強推進策 に対す る賛否

図7-13耐 震補強意欲がある場合の推進策 に対す る賛否

図7-14年 齢別 に見た耐震補強推進策 に対する賛 同率
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意見が3番 目に多いものの,「 効果がない」が最 も多 く「利用したい」が最 も少ないことか ら,賛 否両

論が存在す ることが分かった.各 施策 について「効果がある」と回答 した割合を年齢別 に見 ると(図7-14),

耐震補強業者の登録制度を除く全ての推進策で60歳 代の賛同率が最 も高 くなった.耐 震補強工事へ の

30万 円の補助,耐 震診断への補助制度 に関しては,50歳 代での賛同率が最 も低 い.50歳 代は図7に 示

した通 り,世 帯年収が最 も多 く,現 金の提供である 「補助」 に関す る関心が低いと言える.一 方,耐 震

補強業者の登録制度では,50歳 代で賛同率が高 く,60歳 代では低 くなった.耐 震補強奨励制度は60歳

代では,耐 震補強業者の登録制度以上に好意的 に受 け止め られてお り,こ れ らの層へ の情報周知 は特に

有効であると考え られる.

7.5ま と め

本章では,関 東地域 の一戸建て持ち家住宅 に住む30～69歳 の世帯主に対するアンケー ト調査を実施

し,自 治体の保証に基づ く耐震補強奨励制度を中心 とす る種々の耐震補強推進策への住宅所有者の意向

を分析 した.

耐震補強保証制度 によ り期待される効果 としては,提 案 制度の導入 によ り,耐 震補強工事に対 して住

宅所有者が抱える技術的な不確実性や悪徳業者の存在 に関す る種 々の不安要因を軽減 ・払拭できる可能

性が示唆された.耐 震補強の実施意欲がある回答者に耐震補強保証制度への賛否を尋ね ると「耐震補強

を行 う人が増えるだろう」 と「 自分 も利用 したい(同 様の制度を導入 して欲 しい)」 という意見が半数程

度 とな った.と りわけ,「 自分も利用 したい」は年齢が高くなるほど増加 し,60歳 代では約55%と な り,

30歳 代の賛同率の約2倍 となった.

コンジ ョイ ン ト分析を用いた耐震補強保証の意思決定への影響 力に関する分析では,50・60歳 代では,

耐震補強工法の選択 に関する意思決定 にお いて耐震補強への保証の有無がよ り重要視 されてお り,60歳

における制度への賛同が多い という前述の結果 とも一定 した.

最後 に,耐 震補強保証制度 とそ の他の耐震補強推進制度に対する賛同状況 を比較 した結果,「 自治体 に

よる耐震診断士の無料派遣,耐 震補強工事への30万 円の補助,耐 震補強業者の登録,耐 震診断への補

助,耐 震補強保証制度,税 制優遇措置」 の順 に「効果がある」 とい う意見が多 くなった.「 自分 も利用

したい」 は,耐 震補強保証制度が業者 の登録 を上回 り,4番 目とな った.耐 震補強への意欲がある回答

者では,税 制優遇措置 を除く全て の施策 について50～70%程 度 の回答者が「効果がある」と答えた.耐

震補強奨 励制度は60歳 代では,耐 震補強業者の登録制度以上に「効果がある」 と認識 されてお り,こ

れ らの層への情報周知 は特 に有効であると考え られる.
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